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１．はじめに	

1.1	 研究の背景	

	 高度経済成長期に大量に整備された公共施

設は，現在老朽化が進み一斉に更新時期を迎え

ようとしている。各自治体は今後さらに厳しい

財政状況に陥ることが予想され，減る予算で増

える需要を賄う必要に迫られている。	  
	 すでに幾つかの先行自治体ではすべての保

有施設を更新することは困難であることが明

らとなり，保有面積を圧縮し経費を縮小・平準

化するよう，公共施設再編を進めている*１。 
	 そんな中，複数の自治体で地域に最も近く，

最も面積の大きい学校に，多機能複合化を進め

地域拠点施設として再生・再編することを検討

されている１)２)。学校を中心に社会教育施設等

を複数集約することで，より高い質の公共サー

ビスの提供を狙うものである。その際同時に現

在多くの学校で生じている余剰空間を用途変

更し，拠点化する可能性も模索されている。 
	 一方で学校ゆえの難しさも知られている。例

えば既存の学校は片廊下校舎が複数リニアも

しくは平行配置し，渡り廊下で繋がれる形式が

一般的で，不審者の侵入に対して脆弱である。

そのため学校の管理者や保護者からは児童・生

徒の安心・安全確保の観点から複合化に対する

抵抗感も根強い。また，各学校の建物状況や利

用状況等が異なり，複合化の可否に対する一律

な回答はなく，個別検証が必要となる。 
	 今後，これまで以上に学校施設への機能複合

化は検討され，より一般的に行われると予想さ

れる。こうした現状を踏まえ，既存校舎の活用

による複合化を行う際に求められる建築計画

的な課題およびその方法を整理することは意

味あることと考える。 
1.2	 研究の目的・方法	

	 本研究は公共施設の再編を通じて今後の地

域社会に求められる地域拠点の形成に資する

ことを目指し，自治体の所有する学校の既存校

舎を活用し，余剰空間を公民館・図書館等の社

会教育施設に用途変更・複合化を図り，地域拠

点化を進める際の建築計画的な課題の整理と

その検証方法を示すことを目的とする。 
	 研究方法は，まず既存校舎の余剰空間を用途

変更し複合化を図る際に課題となる機能面，安

全面，管理面の建築計画的な論点を整理し，検

証が必要な課題を導き、その検証方法を示す。

続いて実際の習志野市内にある小・中学校を対

象として試設計を行い，先に整理した課題点の

検証を通じ，方法の有効性を確認する。 
	 本研究に関連する既往研究として，公立小中

学校と地域施設の複合化の実態に関する上野

ら３)鈴木ら４)の研究，公共施設再編計画の内容

に関する西野５)や筆者６)による研究，公共施設

の用途変更に関する曽根７)，角田ら８)の研究な

どがある。本研究は既存校舎のリノベーション

による拠点化の計画課題を整理し，課題の発見

と解消に役立てる方法を示すことを目指して

いるという点で独自性がある。 
 
２．既存校舎の複合化に関する課題・検証方法	

	 ここでは既存校舎を用途変更により複合

化・拠点化を図る際の４つの論点から，計画課

題とその検証方法について整理する。 
2.1	 基本的な学校機能の確保	

	 複合化によって学校の基本的な機能に問題

が生じていないかを確認する必要がある。具体

的には用途変更に伴い行われる諸室の再配置

によって，学校内に特別教室や管理諸室の位置

等の「ゾーニング」上の問題や，教室から体育

館・グラウンドへの動線といった「児童・生徒

の日常動線」に混乱が生じていないか確認が必

要である。 
2.2	 複合化に対する安心・安全に関する配慮	

	 不測の事態に備え，児童・生徒への安心・安

全に対する配慮が十分か確認する必要がある。

防犯面では不審者を侵入させず，侵入しても教
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職員等がいち早く察知し対処できるようにし

なければならない。そのためには人の目による

監視を確保し，死角を作らないという「視認性」

の確保，守る範囲を物理的に確定し，かつその

範囲を心理的に知覚できる「領域性」の確保，

不審者の侵入をゾーニング・動線計画・施錠等

で直接的に防ぐ「接近・侵入の制御」が必要で

ある。防災面では２方向避難等の「避難動線」

の確認が必要である。 
2.3	 相互利用時の管理体制の明確化	

	 地域拠点は，単に機能を寄せ集めるのではな

く，相互利用によりこれまで以上の高い質のサ

ービスが求められる。つまり施設ごとの管理体

制・管理区分を整え十分な連携を図るのに加え，

相互利用時には誰が何をどこまでどの様な方

法で管理し守るのか計画することが必要であ

る。特にゾーニングが重要で，時間・空間利用

の変化を想定しながら，管理区分や動線計画，

セキュリティ，見守り等の何をどう変化させる

のか明確化する。 
2.4	 地域に対する存在感	

	 学校施設の地域での存在感は極めて大きい。

既存の学校に他施設が複合化されても，学校以

外の施設の「存在感」は薄くなりがちで，一般

利用者の利用がはばかられる要因になりうる。

外観に建築スケールで存在感を示すことも地

域拠点化を図る上での課題となる。 
2.5	 検証の方法	

	 以上の論点・計画課題を整理し，まとめたの

が表１・表２である。表１では表側に論点・課

題点を，表頭に確認が必要な箇所・確認内容を

示している。表２は表１の内容の検証に必要な

情報とそれの確認に必要な図を示している。 
 

表１	 論点・計画課題と確認箇所・検証内容 

	

	

	 論点・	

	 計画課題	

学
校
の
管
理
諸
室
の
位
置	

特
別
教
室
の
位
置	

他
の
教
室
群
の
位
置	

校
庭
へ
の
動
線	

体
育
館
へ
の
動
線	

児
童
・
生
徒
の
敷
地
内
動
線	

教
員
・
来
客
の
敷
地
内
動
線	

管
理
諸
室
・
敷
地
外
か
ら
の
死
角	

避
難
動
線
・
２
方
向
避
難	

社
会
教
育
施
設
の
位
置	

施
設
の
管
理
諸
室
の
位
置	

施
設
利
用
者
の
動
線	

学
校
開
放
さ
れ
る
領
域	

施
錠
箇
所	

検証内容	

基本的	
な学校機
能	

ｿﾞｰﾆﾝｸﾞ	○	○	○	 	 	 	 	 	 	 ○	 	 	 	 	騒音の影響，校庭
監視の可否等	

日常	
動線	

	 	 	 ○	○	 	 	 	 	 	 	 	 	 	日常的な学校内
動線の確認	

複合化に
対する安
心・安全	

視認性	○	 	 	 	 	 ○	 	 ○	 	 	 ○	○	 	 	
校門〜昇降口の
大人による見守	

領域性	○	 	 	 	 	 ○	○	○	 	 	 	 ○	 	 	
児童･生徒と一般
利用者の動線分
離	

接近･	
侵入	

○	 	 	 	 	 ○	○	○	 	 	 	 ○	 	 	動線の分離，管理
区分，	

避難	
動線	

	 	 	 	 	 	 	 	 ○	 	 	 	 	 	２方向避難	

相互利用
時の管理
体制	

明確な
管理	

○	 	 	 	 	 ○	○	 	 	 	 	 ○	○	○	
開放・非開放範
囲，施錠箇所，動
線，見守，管理	

地域に対
する存在
感	

存在感	 	 	 	 	 	 	 ○	 	 	 ○	 	 	 	 	
視認性，アスセス
の容易さ，ランド
マーク性	

表２	 計画課題検証のための図面	

課題点	 作成図面名称	 必要情報	

ゾーニング，	
領域性，		 各階平面図	

室名，特別教室・教職員室の位置，教室のまと
まり、各施設の管理の範囲，	

視認性，領域性	
接近・侵入	 敷地内動線図	

児童•生徒•教職員•施設利用者•施設管理者等の
動線，敷地・建物への出入口，教職員室・事務
室等の位置，施錠箇所	

日常動線，	
避難動線	

校舎内動線図	 登下校動線，体育館・校庭への動線，	
避難階段，避難方向	

明確な管理	 通常時・相互利用時	
のゾーニング図	

学校・施設管理ゾーン，学校開放部分，	
施設の管理・受付部分，利用時の動線，施錠箇
所	

視認性・存在感	
配置図・イメージパ
ース	 敷地外からの視認性、イメージパース	

 
３．試設計とその評価	

3.1	 試設計の方針	

	 ケーススタディとして習志野市内の既存

小・中学校に公民館・図書館の複合化を試みる

スタディの方針を以下の通りとする。 
 

表３	 ケーススタディの方針	

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.2	 ケーススタディ	

	 複合化のパターンとして「一つの学校に公民

館・図書館両方を整備」，「中学校区内の異な

る学校に公民館，図書館をそれぞれ整備」の２

パターン，計３校のケーススタディを行う。ケ

ーススタディを行う学校の概要は表４に示す。 
 

表４	 ケーススタディ対象校の概要	

	
パターン１	 パターン２	

Y小学校	 M小学校	 DY中学校	

敷地面積	 18,142.65m2	 23,930.17m2	 33,853.21m2	

延床面積	 6,784.52m2	 6,653.50	m2	 9,465.22m2	

内訳	
校舎:5,970.33m2	 校舎:5,100.57m2	

体育館:9,71.03m2	
公民館:5,81.90m2	

校舎:7,279.42m2	
体育館:2,185.80m2	
	

建設年	 1972年	 1975年	 1969年	

複合機能	
公民館:1,500	m2程度	
図書館:500	m2程度	

公民館:1,500m2程度	
（増築約900	m2）	

図書館:500	m2程度	

工事予定年	 平成39年	 平成32年	 平成41年	

想定児童生徒数	
（想定クラス数）	

433人	
（13クラス）	

424人	
（12クラス）	

738人	
（21クラス）	

学校必要面積	
校舎:4,068.00m2	
体育館:1,215.00m2	

校舎:3,881.00m2	
体育館:1,215.00m2	

校舎:6,731.00m2	
体育館:1,476.00m2	

 
	 本論ではそのうち「一つの小学校に公民館・

図書館の２施設の複合化」を試みたY小学校の
ケーススタディを紹介する。他の二つの学校に

ついてもY小学校同様の試設計を行い，課題点
の検証を行っている。 
	 Y小学校について可能性のある６案を作成
し，行った比較検討について示したのが図１で

(1) 既存校舎はリノベーションにより更新し，長寿命化を図る。 
(2) 公民館・図書館は各中学校区に１施設の形で再編する。校舎更新時に公民
館や図書館との複合化を行い，地域の拠点化を実現する＊2。 

(3) 学校の更新を行う際，更新時の児童数・生徒数の予測＊3から必要面積＊4まで

縮小すると同時に空き教室を有効活用し，公民館・図書館を用途変更によ

り整備する。 
(4) 公民館は1,500m2，図書館は700m2を確保することし，また複合化・多機能

化を通じて管理所室等の面積縮小を図る＊5。 
(5) 学校と公民館・図書館は自立しつつも連携し，多世代が交流する地域活動
の拠点となるよう計画する。授業や昼休み・放課後に児童・生徒が公民館・

図書館を利用することも想定する。また休日等には体育館・校庭だけでな

く特別教室の開放も行うことを想定し，開放の際は公民館・図書館職員に

よる管理を想定する。 

確認箇所 
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ある。基本的な学校機能を見ると，ゾーニング

上の問題は全案とも生じていないが，C案では
教室と体育館を分断する形で施設が配置され

ており教室-体育館間の動線に問題がある。防
犯面では児童・教職員の学校動線と，施設利用

者の動線がはっきり分かれており，大人による

見守りもでき，どの案も問題ないと考える。 
	 D案・E案は図書館・公民館が１棟にまとま
っている点が評価できるが，図書館と公民館が

別階にあるため窓口が複数必要となる。その点，

A案，B案は１つの窓口で良く，一体管理しや
すい。図６はA案の１階平面図であるが，コの
時の中央に窓口を設けており，図書館・公民館

を一体的に管理できる平面計画となっている。 
	 図４・５は相互利用時のゾーニングである。

授業中に学校と施設の行き来には施設受付横

の出入り口を利用する。絶えず児童の見守りが

でき，学校への不用意な侵入を許さない計画と

なっている。学校開放の際も同様に施設受付脇

を通る動線としており，非開放となる教室は棟

全体を施錠することで進入不可としている。特

別教室を開放する際には公民館・図書館と一体

利用できる様になっており，非開放部分に進入

できない様，適宜必要箇所に施錠する計画がな

されている。以上からA案は学校と図書館・公
民館を一体的に利用することが可能な平面計

画であると評価できる。また中庭側に地域に対

する新しい顔を作ることができ（図３），自立

したシンボル性を獲得することが可能である。 
 
４．まとめ	

	 以上，既存学校施設の施設複合による拠点化

の計画課題と検証方法の整理として４つの論

点から８つの計画課題を導き，それぞれ検証に

使う図面と確認すべき箇所を整理した。さらに

実際の習志野市内の学校を対象とした試設計

に対して，課題点の検証を行い，その有効性の

確認を行った。 
	 それぞれの試設計に対して漏れなく課題検

証できたと考えている。特に動線計画と教職員

室等の常時大人のいる空間の位置が，多岐の課

題に関連する重要なポイントであること、敷地

外から建物の出入口に至る動線を学校利用者

と施設利用者でしっかりと分けることができ

れば，相互利用を図る際にも，利用者動線が限

定され課題を解きやすいこと等が確認された。 
 
本研究は習志野市委託研究「習志野市の施設配置及び機能精

査分析に関する研究」＊６の内容を再構成したものである。本

研究に際し多大な御協力を頂いた習志野市役所資産経営課の

皆様，株式会社エイアンドティ建築研究所の網倉孝氏・巣木

大輔氏に心から謝意を表します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１	 Ｙ小学校試設計６案の比較 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２	 Ａ案の敷地への侵入経路 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図３	 Ａ案中庭からみたイメージパース 
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学校 学校

学校 学校

施設 学校

ゾーニング：○
日常動線：○
視認性：○
領域性：○

接近・進入：○
避難動線：○
相互利用：○
存在感：○

ゾーニング：○
日常動線：○
視認性：○
領域性：○

接近・進入：○
避難動線：○
相互利用：△
存在感：○

ゾーニング：○
日常動線：○
視認性：○
領域性：○

接近・進入：○
避難動線：○
相互利用：○
存在感：○

ゾーニング：○
日常動線：○
視認性：○
領域性：○

接近・進入：○
避難動線：○
相互利用：△
存在感：○

ゾーニング：○
日常動線：×
視認性：○
領域性：○

接近・進入：○
避難動線：○
相互利用：△
存在感：×

ゾーニング：○
日常動線：△
視認性：○
領域性：○

接近・進入：○
避難動線：○
相互利用：△
存在感：○

総合評価：◎ 総合評価：○

総合評価：◎ 総合評価：○

総合評価：× 総合評価：△
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[注] 

*1 参考文献１）及び２）など 
*2 習志野市には現在７つの公民館と５つの図書館がある。
公民館が１中学校区に１公民館の方針で整備が進めら

れてきた経緯があるため，今回は各中学校に公民館・

図書館を再整備する方針とすることとした。 
*3 児童生徒数の予測は習志野市による将来人口推計を基
にした児童数推計を基にしている。更新想定年は対象

の学校で複合する施設面積以上の余剰面積が発生する

最初の年としている。 
*4 必要面積は「義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等
に関する法律施行令」で定められている学級数に応ず

る必要面積をもとに算定を行う。 
*5 公民館の面積約1,500m2，図書館の面積約700m2は現
有施設の合計面積を７中学校区で按分した値である。 

*6 日本大学生産工学部建築工学科廣田研究室（広田直行，
山岸輝樹，湯山紀子）で2014年２月に行った。 
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図６	 Ａ案施設部分平面図 

図４	 授業時図書館利用 
 

図５	 Ａ案の特別教室学校開放時のゾーニング 
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